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特　集 ポストコロナ時代の経済・社会の論点

要　約

日本の真の金融デジタルトランス
フォーメーションを進めるチャンス

金融調査部　内野 逸勢

日本の金融デジタルトランスフォーメーション（金融ＤＸ：デジタル化
による競争優位を持つビジネスモデルへの変革）は、コロナ禍以前では消
費者の利便性の向上を目的に先進的な金融テクノロジーを活用したビジネ
スモデルを受容するために政府による規制緩和が中心となって進められて
きた。しかし、FinTech 企業等は伝統的な金融機関を脅かすような存在に
はならず、金融ＤＸは期待されたほど進展していない。コロナ禍後の世界
では、特に都市部の移動・行動の制限の影響で、都市部の顧客がオンライ
ン購入を大幅に増やすことで購入行動が構造的に変化し、社会全体のデジ
タライゼーションのトレンドが強まると期待されている。都市部を拠点と
する大手金融機関が、金融ＤＸのロードマップの早期化を中期経営計画に
盛り込み始めており、金融ＤＸを主導することへの期待は膨らんでいる。
その一方、顧客の行動変化は定着せず、金融ＤＸを阻む構造的な問題だけ
がクローズアップされるシナリオも考えられる。

新たな金融ＤＸを本格化させるには、関連する当事者が、コロナ禍で想
定されるシナリオに左右されず、ビジネスモデルを分解して、コロナ禍で
重要性が強調されるデジタルだけではなく、アナログの付加価値を徹底的
に見直してビジネスモデルを早期に再構築することが必要であろう。
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はじめに
コロナ禍に見る行政サービスのデジタル化の問題

日本の金融デジタルトランスフォーメーション
（金融ＤＸ）を語る前に、コロナ禍によって明ら
かになった日本のデジタライゼーション（デジタ
ル化）の問題に簡単に触れる。両者とも本質的な
問題は類似しているためである。問題となった特
別定額給付金の給付において「海外では簡単に現
金給付ができて、国内では現金給付ができないの
はなぜか」という街の声がメディアで頻繁に取り
上げられていたと思う。コロナ禍の中で、政府が
家計所得を支えるための特別定額給付金という政
策は「痛み止め」に近い処方箋であるため、迅速
な対応が求められてきた。しかし、行政サービス
の “ 利便性 ” の面での構造的な不備により、困窮
している個人が必要な時に必要な支援、給付が受
けられない状況に陥った。

これを受け最近のメディアでは、コロナ禍とい
う緊急時に求められる速やかな給付が困難、とい
う日本の行政サービスのデジタル化における構造
的な問題が喧伝されている。しかし、デジタル化
における構造的な問題はコロナ以前から再三指摘
されていたことである。加えて、今回のような緊
急時に他国との比較において、行政サービスのデ
ジタル化、オンライン化の必要性を強調すること
は過去に多く見受けられた。

行政サービスのデジタル化の本質的問題
しかし行政サービスに必要なデジタル化を実現

していくためには “ デジタル化の過程（プロセ
ス）” における本質的な問題を解決していく必要
がある。デジタル化のプロセスを担う当事者が平
時でも緊急時でも “ 国民の生活の質を向上させる

行政サービスに必要な効率化 ” という一つの目的
に向かわせるにはどうしたらいいかという議論が
必要であろう。デジタル化のプロセスを担う当事
者とは、国・地方自治体と、行政サービスの業務
プロセスのデジタル化を請け負う企業である。企
業から見れば、特定の行政サービスの業務プロセ
スあるいは機能を理解した上で分解して、最も効
率的な業務プロセスのデジタル化を見つけ出すこ
とが目的となる。その一方、国・地方自治体は、
様々な法規制に縛られて、効率化を目的とした業
務プロセスの分解に踏み込めず、既存の業務プロ
セスが負のレガシー（遺産）となることが考えら
れる。さらに、デジタル化は省力化・自動化を伴
うため、行政サイドが職員の担当する業務を守ろ
うとし、デジタル化が形骸化する可能性がある。
加えて、デジタル化以前の問題として、平時をベー
スに構築してきた行政サービスを、緊急時の要素
を重視して再構築する意識が不足していることが
挙げられよう。

前述の特別定額給付金の給付においては、平時
における行政サービスの本人確認の正確性という
安心・安全を重視して構築してきたため、緊急
時におけるオンライン上で完結するような “ 便利
さ ” が不足して迅速な給付ができないという問題
が浮き彫りになった。このように行政サービスの
デジタル化のプロセスにおいては、平時と緊急時
のバランスの取れた行政サービスの再構築の意識
を高めた上で、デジタル化によって相反する関係
を丁寧に解消していく必要がある。

コロナ禍の対応は本格的な金融ＤＸの試金石
日本の金融ＤＸが本格的に進展しない背景に

は、上記の日本のデジタライゼーションと同様、
“ 相反する関係が解消していない ” ことがある。
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特に、業務プロセスのデジタル化を担う企業と、
業務プロセスを機能分解していない金融機関との
相反する関係は完全に解消されていないと見受け
られる。この結果、小規模な先進性のあるとおぼ
しきテクノロジーを導入することで、形式的に対
応し、大規模なサプライチェーンの省力化・自動
化が進まないという悪循環に陥り、本格的な金融
ＤＸが進展していない。

今回のコロナ禍は、この悪循環を断ち切る契機
となり、かつ日本の金融ＤＸが本格的に進むかど
うかの試金石といえよう。

１章　日本の金融デジタルトラン
スフォーメーションの現状
と課題

コロナ禍以前の金融ＤＸの推進
日本の金融ＤＸは、コロナ禍以前では消費者の

利便性の向上を目的に先進的な金融テクノロジー
を活用したビジネスモデルを受容するために政府
による規制緩和が中心となって進められてきた。

資産運用業を例に挙げれば、政府の顧客本位・
消費者保護を目的とした伝統的な金融機関への強
化と FinTech 企業への規制緩和は、以下のよう
な波及経路による効果を期待していたと考えられ
る。

図表 1 の左側に記載のある「金融消費者保護行
政の継続的強化」と「金融におけるＡＩ等技術の
許容拡大」が「法規制や社会変化の方向」とし、
規制強化と規制緩和の目的が社会の要請に適合し
ていると考えられている。この背景には、将来の
ボリューム顧客層である 20 代から 40 代の年齢

1）内野逸勢・坂口純也「日本の資産運用業界の再編は進むのか」『大和総研調査季報』2019 年秋季号（Vol.36）
掲載

層の資産形成の原資となる可処分所得が将来的に
も低下し、低所得者層がマス顧客層になることが
予想され、現行の資産運用サービスの手数料では、
同サービスへのアクセスが困難となることが見込
まれていることがある。

次に実際に既存の資産運用会社に対する規制強
化として「顧客本位の業務体制の適用」「透明性
向上と開示義務の強化」が実施され、その一方、
規制緩和の効果として「決済等各種金融での顧客
接点の流動化」「ロボアド等の新たな商品推奨方
式の許容」などが期待されていた。これにより、
既存の資産運用会社の預かり資産残高自体が減少
する、既存顧客の商品・サービスの見直しによっ
て収益性の高い資産が減少するという資産運用会
社のストック（預かり資産残高）で稼げる力の源
泉に影響を及ぼすことが考えられていた。さらに、
資産運用業界のサプライチェーンのアンバンドル

（分解）・リバンドル（再結合）など、業界全体の
サプライチェーンの構造的な変革を生み出してく
と想定されていた 1。

これらの規制の影響により、消費者の利便性を
高めるプラットフォーマー、FinTech 企業など
が、自社の金融イノベーションを活用して、既存
の金融機関のディスラプター（破壊者）になれる
可能性が高まり、テクノロジーを駆使しながら既
存の金融機関の顧客本位の業務改革とビジネスモ
デルの改革の両方が実行に移され、本格的な金融
ＤＸが進むともくろんでいたと考えられる。具体
的には図表１中の右側にある「台頭するディスラ
プター」によって「商品・サービスの変化」を生
み出し、伝統的な金融機関の新規に流入する預か
り資産のフロー（資産流入）の部分にまで影響を
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与えることが想定されていた。預かり資産残高と
新規に流入する資産の両方が減少すれば、既存の
資産運用会社の「業務体制の変更」「人員の再配置・
削減」などを中心としたビジネスモデルの構造改
革が加速すると期待されていた。一方、FinTech
企業等はビッグデータと新たなプラットフォーム
を活用して「顧客コミュニケーションのＩＴ化」
を創出し、顧客へのＩＴの拡散・民主化（＝顧客
の金融デジタライゼーション）を進めることで、
顧客の行動が変化してそれが定着することを期待
していた。顧客の金融デジタライゼーションが進
めば、既存の資産運用会社が効率化の改善、生産
性の向上を目的とした「対抗策」＝金融ＤＸによ
るビジネスモデルの変革に本格的に取り組むこと
を見込んでいたと考えられる。

これに加えて金融ＤＸを進めるために、政府は、

Society 5.0 の社会ではスマートフォン（スマホ）
が全ての金融商品・サービスの購入の入り口とな
るとの想定の下、デジタルプラットフォーマーな
どの新規事業者の金融仲介業への参入を促す「横
断的な金融仲介法制」という世界初めてといえる
法案を整備し、同法案は立法化する段階にある。

コロナ禍の影響が期待通りの金融ＤＸを生み出す
ポイント

しかし、顧客の金融デジタライゼーションが期
待通り進まない、伝統的な金融機関もビジネスモ
デルを改革するような金融ＤＸに本格的に取り組
まないことで、政府の上記のもくろみが崩れてい
たのがコロナ禍前の現状である。とすれば、上記
シナリオがコロナ禍で変化すれば、金融ＤＸは本
格的に進展する可能性がある。

図表１　新型コロナウイルスの影響前後の金融機関の影響範囲の変化（資産運用業）
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上記に挙げた要素の中で、図表１の左側のディ
スラプターへの規制緩和において、さらなる規制
緩和を想定すれば、必要な条件が一部免除された
銀行免許等の FinTech 企業等への付与などが考
えられる 2。金融業態別に存在する業法から、金融
業を機能に分解して規制を付与していく方向にシ
フトしている現在の金融行政では、上記のように
銀行免許の種類を将来的に増やすことは想定可能
であろう。日本では、他業種が現行の銀行免許を
取得することは法律上問題ないものの、取得のた
めの費用に鑑みれば、必要な機能だけに特化した
免許の取得のメリットは大きいと考えられる。

図表１の右側の要素を踏まえると、マス顧客の
行動の変化による金融デジタライゼーションが進
展することで、通信・小売等の大手のデジタルプ
ラットフォーマーが本格的に台頭することが考え
られる。これにより既存の金融機関の対面の販売
チャネルの確固たる地位が脅かされて、販売チャ
ネルの多様化が本格的に促進される。新型コロナ
ウイルスの影響により今後も金融機関の収益性の
改善は見込めない可能性が高いため、さらなる効
率性の向上、生産性の向上のための省力化・自動
化に向けた本格的なリストラクチャリングと金融
ＤＸへの設備投資の増加が促されるシナリオが考
えられよう。

上記のシナリオが実現されるためには、日本の
金融ＤＸの進展の障害となっていた要因が、新型
コロナウイルスの感染症拡大による顧客行動の変
化によって取り除かれること、あるいはその障害
の影響が減退すること、が必要となる。特に、顧
客の行動の変化と金融機関の変革が、上記の障害
が取り除かれることで、本格的な金融ＤＸを進展
させるドライバーとなるかが注目されよう。

2）内野逸勢・矢作大祐「次世代銀行ビジネスモデルの担い手は？」大和総研レポート 2018 年 10 月５日

このため、第２章ではコロナ禍での顧客行動の
変化の定着の可能性について、第３章ではコロナ
後を見据えた金融機関の変革の動向について考察
し、コロナ禍が金融ＤＸを本格化するチャンスと
なるのかを見ていく。

２章　想定されるアフターコロナ
の顧客行動の変化と社会構
造の変化のシナリオ

消費者の行動変化を促し定着させる要因は何か
まず行動の変化を検討する上で緊急時と平時の

消費者の意識の違いを区別していく。当然ながら
コロナ禍では消費者は緊急事態を意識した中での
行動となる。通常の意識は持ち続けているものの、
緊急時に消費者に財・サービスの購入において、
不便と感じた感覚と、平時での不便と感じた感覚
は異なると考えた方がよいであろう。緊急時と平
時でも同様の感覚を持ち続けるためには、例えば、
１）短期間でも不便さの度合いが非常に大きいこ
とに加えて不便さを感じる頻度が高いか、２）不
便さが長期間にわたり続くかという、最低限この
二つの要因が必要となろう。つまり、平時におい
て消費者の行動が不可逆的になるかどうかを決め
る要因が、コロナ禍で発生することが顧客の行動
変化を定着させる条件となろう。これによって金
融機関が、顧客の行動変化を認識し、金融ＤＸを
本格的に進めるインセンティブになるからであ
る。

新型コロナウイルスの影響とは
次に、上記要因を引き出す新型コロナウイルス

の影響とは何かを特定する必要があり、その影響
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を整理したものが図表２である。新型コロナウイ
ルスの経済（非金融部門）と金融システムへの主
な影響を網羅的に示したものである。

新型コロナウイルス関連の危機の波及経路を整
理すると、新型コロナウイルスの感染症の地域の
拡大（エピデミック）およびグローバルな拡大（パ
ンデミック）により、患者の爆発的な増加による
医療崩壊を招くことで、「保健危機」（＝ Health 
Crisis）が発生した。健康危機を回避するために、
各国の政策として、経済活動の自粛要請、ロック
ダウン（都市封鎖）による経済活動の強制的な停
止が、様々な波及経路を通じて経済危機に発展さ
せてきたのである。さらに経済危機が長期化すれ
ば、将来的には金融危機に発展するリスクが高ま
ることとなる。

これに対して、経済活動の停滞の根本的な原因
となっている「保健危機」を防ぐために、国際的
な協調の下、ＷＨＯ（世界保健機関）のガバナン
スの見直し、医療資源の配分を促す政策、ワクチ
ン開発等の保健危機を食い止める政策が実行に移
されている。

様々な波及経路とは、実体経済への影響という
意味では、図表２中の「需給バランス崩壊」「脆
弱な企業ファンダメンタル」「不動産市場リスク」

「家計への圧力」「公的債務膨張（ソブリンリスク）」
である。金融システムへの影響での波及経路は、

「銀行の金融仲介機能の不全」「金融市場の急激な
悪化」「ノンバンクの脆弱性の顕在化」などが挙
げられる。この波及経路からの影響を食い止める
ために、金融・財政・産業・外交など考えられる

図表２　新型コロナウイルスの影響（保健・経済・金融危機に対する各政策は有効か）

新型コロナウイルス
（COVID-19）
保健危機
（医療崩壊）

需給バランス
崩壊 脆弱な企業

ファンダ
メンタル

不動産市
場リスク

銀行の金
融仲介機
能の不全金融市場

の急激な
悪化

ノンバンク
の脆弱性の
顕在化

家計への
圧力

公的債務
膨張（ソブ
リンリスク）

• サプライチェーンへの影響（生産の停滞）
• 貿易取引の停滞・減少
• 企業・消費者の景況感の悪化
  （需要・供給ショック）
• 中長期的には企業投資の落ち込み懸念

• キャッシュフローの不足の問題
• 資金調達・返済の停滞
• 企業破綻の増加

• 住宅需要の低迷
• 建設の停滞
• 海外投資家の撤退
• 都市部の不動産評価
  の見直し

• 調達コストの高騰
• 信用供与能力の劣化
• 資産の健全性の悪化

• 信用リスク評価の急激な見直し
• 格下げによる売却が加速
• 高い価格変動との相関

• 大規模ファンドの償還
• 流動性リスク耐性の劣化
• 保険会社の利益への影響
  （安全資産による運用）

• 失業者の急増
• 消費抑制
• 予防のための貯蓄

• 調達コスト上昇
• 大規模な財務刺激政策
• 緊急融資等の急増
• 資金流出→外貨準備減
  →対外債務支払い不能

金融システム

非金融部門

金融・財政政策
（公的金融・信用保証の拡充と
企業への資金注入等）

金融・財政政策
国内政情不安、暴動

金融政策、金融規制の一時的緩和

金融政策（量的緩和の拡充）

産業・外交政策
（安全保障、知的財産）
ブロック経済化のリスク、地政学リスクＩＭＦの対応、各国の財政政策有効性

（先進国財政余力、新興国のデフォルトリスク）

適性な医療資源配分
（ＷＨＯ、ワクチン等）

（出所）欧州中央銀行（ＥＣＢ）“Financial Stability Review May 2020” をベースに大和総研作成



68 大和総研調査季報　2020 年 夏季号 Vol.39

あらゆる政策が実行されている。これらの政策の
効力が大きければ、新型コロナウイルスの影響は
短期で終息する可能性がある。

顧客行動の変化を促す新型コロナウイルスの影響
の特定 3

新型コロナウイルスの様々な影響の中で、日本
の顧客行動の変化・定着を促す要因を特定する
と、経済活動の自粛を促す、社会的距離（Social 
distance）の維持、行動・移動の制限、３密の回
避が挙げられよう。政策として、半強制的に顧客
の行動の制限を加えられることから、行動の変化
を促す要素といえよう。

これに加えて、前述した経済活動の自粛によっ
て発生する二つの要素（経済的な波及経路）とし
て図表２中の「家計への圧力」と「脆弱な企業
ファンダメンタル」がある。「家計への圧力」で

3）大和総研による 2020 年４月～５月の大手金融機関との議論を踏まえて図表3と図表４で特定。

は、新型コロナウイルスの影響が、一時的な家計
の収入の落ち込みなのか、構造的な所得格差を拡
大させるところまで悪化するのか、その影響の程
度によって、行動の変化・定着を促す要素である
か判断されよう。「脆弱な企業ファンダメンタル」
の悪化では、新型コロナウイルスの影響によって、
飲食、旅行、宿泊、レジャー関連などの外出関連
商材の関連産業の企業破綻とともに、雇用所得へ
の波及も懸念される。これにより、企業が、低い
生産性、働き方改革など構造的な経営問題に取り
組む契機として、本格的なデジタライゼーション
に取り組むか、その取り組みを促す程度によって
行動の変化・定着の要因となるかが判断される。

顧客行動の変化・変化の定着による社会の構造的
な変化の二つのシナリオ

図表３は、「新型コロナウイルスの影響」であ

図表３　四つの新型コロナウイルスの影響と想定される個人顧客の行動変化・定着
新型コロナウイルスの影響 顧客行動の変化 変化した顧客行動の定着

①　Social distance
　　（社会的距離）

顧客が営業員との物理的な距離を広げる 年齢層を問わずオンラインで購入がさらに増える
顧客がウイルスが付着する可能性のある現
金の利用を控える

幅広い年齢層でキャッシュレス化の活用頻度が
さらに高まる

②　移動・行動の制限

様々なコト消費（旅行、スポーツなど）のハー
ドルが上がり、コト消費を控える オンラインでのコト消費の経験が増える

都市部の居住者の移動が制限され、半自粛
を継続（公共交通機関の利用減少）

都市部の居住者はオンラインを通じた経験を積
極的に選択するようになる

③　3密の回避

在宅勤務、ウェブ会議が増加 在宅勤務、ウェブ会議、リモート営業が常態化
し、オフィス自体の認識が変化

住居選択の要素が変化し、これまでの利便
性を求めなくなる

勤務地に近いという居住地選択の条件の重要性
が低下。都市部という条件の重要性が低下

リモート管理のためジョブディスクリプ
ションが厳格化され、既存の働き方が変化

働き方の多様化がさらに進展し、フリーランス
契約（ハイブリッド雇用契約）が増える

④　 自己の体調の状態を
常時把握するように
行動が変化

自己の体調管理（自己の体調の状況把握と
健康の“証明”）により敏感になる

保険会社、医療機関、様々な企業とオンライン
で常時つながるニーズが高まる

自己のセンシティブ情報に対してより敏感
になる

個人ベースで情報管理サービスのニーズ（ＰＤ
Ｓ等）が高まる

疾病、高齢化、所得補償などのリスクに対
して敏感に

様々なリスクに対する（上記の疾病、高齢化、
所得補償など）予防のニーズが高まる

（出所）大和総研作成
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る経済活動の自粛による三つの要素が、どのよう
な「顧客行動の変化」を生み出し、前掲図表２の
二つの要素（「家計への圧力」と「脆弱な企業ファ
ンダメンタル」）で長期化された場合、どのよう
な財・サービスの購入において構造的ともいえる
変化（＝「変化した顧客行動の定着」）が発生す
るのかを想定し、整理したものである。図表３中
では、三つの要素に加えて「自己の体調の状態を
常時把握するように行動が変化」することを四つ
目の要素として加えている。図表の意図は、四つ
の要素が、金融ＤＸを促す顧客の行動変化を見極
めることである。

図表３の「① Social distance」「②移動・行動
の制限」「③３密の回避」の三つの要素のキーワー
ドをつなげれば、「幅広い年齢層あるいは都市部
の居住者がオンラインでの購入を本格化すること
で、多数の顧客のオンライン販売チャネルへのシ
フトが実現する。このような顧客の行動の変化が
定着すれば、リモート営業が常態化する、オフィ
ス自体が必要でなくなる、働き方の多様化が進展
する」という顧客行動の変化、それから生み出さ
れる構造的な変化のシナリオとなる。

さらに図表３の「④自己の体調の状態を常時把
握するように行動が変化」のキーワードをつなげ
れば、「顧客が自己の体調の状態を常時把握する
ニーズが高まり、顧客がオンラインで保険会社な
どの金融機関とつながる頻度が高まる。それに伴
い、オンラインの販売チャネルでの金融商品・サー
ビスの購入という顧客経験（ＣＸ：Customer 
Experience）が急激に増える」というシナリオ
が想定される。

ただし、上記の二つのシナリオが実現する確度
を上げるためには、経済的な波及経路としての二

４）総務省「スマートフォンへの利用者証明機能ダウンロード検討サブワーキンググループ」（2015 年～ 2018 年）

つの要素により、新型コロナウイルスの影響が長
引くことが必要となる。しかし、新型コロナウイ
ルスの感染症拡大の第２波、第３波が懸念されな
がらも、経済活動の自粛が解除されている現状を
踏まえると、顧客の行動変化が定着するような長
期化を想定しにくい。このため、上記の五つの要
素（「① Social distance」「②移動・行動の制限」

「③３密の回避」「家計への圧力」「脆弱な企業ファ
ンダメンタル」）だけでは上記のシナリオが実現
する可能性は低いであろう。

５Ｇの導入によるテクノロジーの後押しの現実味
とデジタルプラットフォーマーの参入

それではどのような要素が必要であろうか。先
端的なテクノロジーの導入の要素を加味すると、
そのシナリオが多少なりとも現実味を帯びてくる
こととなる（図表４）。図表中の「想定されるテ
クノロジーの導入の前倒しとさらなる普及」に挙
げられた①から⑥の項目でのキーテクノロジーは
５Ｇである。顧客の行動が変化するか否かよりも、
上記のシナリオが中長期的に実現する、あるいは
実現させるインセンティブを持っている巨大プ
ラットフォーマー、デジタルプラットフォーマー
が金融業を含めたあらゆる産業に参入してくる可
能性がある。

六つの項目の中でも金融ＤＸを進展させる上で
重要な項目はオンラインのみでの本人認証を可能
とする「④５Ｇ×マイナンバー」であろう。しか
しながら、５Ｇとマイナンバーとの組み合わせの
実現に関する政府（総務省）の政策の議論は棚上
げの状態になっている 4。新型コロナウイルスの影
響で、行政サービスのデジタル化の議論が活性化
して、５Ｇとマイナンバーの組み合わせで、オン
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ラインでの本人確認等が容易となり、スマホから
様々なサービスの購入が可能となれば、上記のシ
ナリオも現実味を帯びてくることとなろう。

新たな金融ＤＸの芽
様々なシナリオを想定して金融ＤＸの戦略を練

るデジタルプラットフォーマーは台頭しているも
のの、金融業では苦戦を強いられているのが現実
である。その苦戦の原因はデジタルと人の融合で
ある 5。

他方、新型コロナウイルスの影響によって新た

５）内野逸勢「ヒトの “ つなぐ力 ” で次世代銀行ビジネスモデルは花開く」『大和総研調査季報』2020 年新春号
（Vol.37）掲載

な金融ＤＸの芽となる可能性を持つ事例が出てき
た。グループとしての収益の安定化を図るために、
ソニーによるソニーフィナンシャルホールディン
グスのＴＯＢ（株式公開買付け）による完全子会
社化である。ソニーという大企業といえども、コ
ロナ禍による「企業のファンダメンタルの脆弱
性」は無視できない問題点と認識しているあらわ
れといえよう。相乗効果としては、ソニーが持つ
人工知能（ＡＩ）などの技術と、銀行や生損保を
傘下に抱えるソニーフィナンシャルホールディン
グスの金融ノウハウを融合することが期待されて

図表４　新型コロナウイルスの影響によると想定される経済・産業構造の変化
想定されるテクノロジーの
導入の前倒しとさらなる普及 変化した顧客行動の定着 産業構造の変化

①　スマホ×アプリ×５Ｇ ・ スマホからの財・サービスの購入が
日常化する

・ あらゆる産業において、巨大プラットフォーマー、
デジタルプラットフォーマーの存在感が増す

・ 3密を付加価値とする産業（飲食、運輸、娯楽）
の付加価値が低下→飲食等ではウーバーイーツ等
の市場プラットフォームビジネスが本格的に台頭

②　デジタル家電×５Ｇ ・ ネットの世界が人のイベント（購買）
の経験の主流になっていく

・ 3密を付加価値とする産業（飲食、運輸、娯楽）
の付加価値が低下

・ 上記産業での中小企業数の大幅な減少
・ 巨大プラットフォーマー、デジタルプラットフォー
マーの存在感が増す（プラットフォーマー化の流れ）

③　 ５Ｇ×リモート管理
（情報管理・サイバー
セキュリティ）

・ 在宅勤務とウェブ会議が常態化・リ
モートの対面営業の常態化

・ オフィス需要の減退リスクが顕在化する。オフィ
スの不動産価格が低下

・顧客の状態と常時つながるビジネスが増える
・ 自動運転、ロボットによる製造、医療・介護のリモー

トサービス

④　５Ｇ×マイナンバー

・ マイナンバーの管理が進む（５Ｇの
世界）。

・本人確認がオンラインで可能となる
・ 印鑑等の廃止でオンライン上での契

約がしやすくなる（オンライン化）

・ オンラインの普及が進みオンライン向けの商品の
開発

・ その商品に適合したサプライチェーンの再構築が
必要となる（オンライン化への対応）

⑤　 ＡＩ×ビッグデータ×
５Ｇ ・工場での労働者の大幅な減少

・製造業：省力化、自動化の流れが加速
・ ポストコロナで米中の対立がさらに過激化し、ブ

ロック経済化、バリューチェーンの分断が進む（国
内回帰）

・ サービス業：自動運転、医療・介護のリモートサー
ビス

⑥　 モバイル決済・電子マ
ネー

・ 非接触型の決済、キャッシュレスを
選択する消費者が増える

・ 非接触型の決済、キャッシュレス化が進む（電子
マネー、モバイル決済のさらなる普及）

（出所）大和総研作成
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いる。こうした FinTech を活用したサービスを
展開し、安定収入のある金融事業の成長を加速さ
せることが目的である。

ソニーフィナンシャルホールディングスは、傘
下にソニー生命、ソニー損保、ソニー銀行等を持
つ金融持株会社である。ソニー生命は生産性の高
いライフプランナーチャネルを有している。ソ
ニー損保、ソニー銀行はオンラインチャネルを中
心に商品サービスの展開をしている。ライフプラ
ンニングという対面で顧客の質の高い情報を得る
ために有効なチャネルと損保・銀行のオンライン
チャネルの組み合わせが安定した収益を維持する
ための基盤となっている。ソニーグループに吸収
されることで、例えばオンラインゲームを活用す
ることで、世帯全体に対するオンラインでのマー
ケティングを仕掛けることが可能となる、また
様々な金融リテラシー関連のサービスをオンライ
ンのゲーム方式で提供することが可能となる、あ
るいは医療と組み合わせてリモート診療がグルー
プ全体で取り組めるなどの戦略が考えられよう。
ソニーグループは、ソニーフィナンシャルホール
ディングスがリアルとネットの融合により構築し
てきたビジネスモデルを活かしながら、デジタル
プラットフォーマーでは成し得なかった金融・非
金融を組み合わせた方法で新たな金融ＤＸを実
現する可能性がある。そのための “ 質の高いビジ
ネスモデルの素材 ” を豊富に持つ企業がソニーグ
ループといえよう。

このような将来の社会の変化のシナリオを想定
した新たな金融ＤＸの担い手が、コロナ禍の影響
で多く台頭することが、日本の金融ＤＸを本格化
させる契機となろう。

３章　コロナ禍における金融機関
の変革の意志

金融機関の新型コロナウイルスの影響の認識
前章において新型コロナウイルスの影響による

顧客の行動変化それ自体よりも、行動変化が定着
するシナリオが金融ＤＸを促すとの結論に至っ
た。新型コロナウイルスの影響でシナリオ実現の
確度が上昇すれば、デジタルプラットフォーマー
あるいは新たな企業が金融業への参入にインセン
ティブを高められ、金融ＤＸが進展するというこ
とである。一方、金融機関としては新型コロナウ
イルスの影響をどのように認識してシナリオを考
え、新たな金融ＤＸを戦略に導入しようとしてい
るのであろうか。

都市部への影響が大きく、大手金融機関の危機感
は相対的に強い

前章の図表３の①から③の三つの要素で想定し
たシナリオの中のキーワードとして “ 都市部の居
住者がオンラインでの購入を本格化する ” ことが
挙げられている。このため都市部を拠点とする大
手金融機関への影響が大きいと考えられる。

実際に 2020 年の４月から５月の期間において
ウェブ会議で大手金融機関と議論した際には、大
手金融機関は都市部への影響を含む図表３のシナ
リオを描いていた。

金融業態別の新型コロナウイルスの影響
図表５は、新型コロナウイルスの金融機関の影

響をまとめたものである。対面営業が減少して非
対面営業が増えることは頻繁に耳にする。ただし
本質的な問題、営業形態の違い、商品のコモディ
ティ化の度合いの相違により、新型コロナウイル
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スの影響が異なる。営業形態の違いとは、プッ
シュ型営業とプル型営業の違いである。生命保険、
投資信託等の比較的複雑な商品を扱う金融業態は
プッシュ型の営業が中心となり、対面が必要とな
る。その一方、シンプルな商品を扱う銀行と損保
はプル型営業が中心となり、オンラインが中心と
なる。このため対面を中心とする生保、証券が新
型コロナウイルスの影響を受けるとされ、実際に
生保の営業職員チャネル、証券の営業員の活動は
緊急事態宣言の期間に大幅に減少した。一方、プ
ル型については、例えば損保では、自動車、住宅
等、損保の主力商品が付随する財・サービスの購
入形態が急激にオンラインに大きくシフトすると
は考えにくく新型コロナウイルスの影響は少ない
とされている。銀行については店舗等の対面が中
心であるため影響が大きい。

コロナ禍以前から、非対面営業あるいはオン
ラインの販売チャネルに適合する商品は “ シンプ

ル ” な商品と認識されていた。シンプルな商品は、
商品自体の差別化が難しくコモディティ化してい
くこととなり、オンラインでの販売という金融Ｄ
Ｘに適合している。複雑な商品でも、金融庁が顧
客本位の営業体制を重視しているため、顧客に分
かりやすい商品への取り組みが進み、シンプル化
していく傾向にある。

このようにコロナ禍以前から、金融ＤＸを早期
に進めるべき金融業態、いずれ進めなければいけ
ない業態は明らかになっていた。しかし、そのよ
うな金融業態でも金融ＤＸに本格的に取り組んで
こなかった理由が存在する。

金融ＤＸの取り組み方が不十分だった理由
コロナ禍以前でも将来的に金融業界では構造的

に稼げなくなることは認識していたが、スマホの
普及が進んでいる割には、顧客の行動がドラス
ティックに変化しないことが、金融機関自らの金

図表５　新型コロナウイルスの金融機関に与える影響とは
新型コロナウイルスの影響を受ける

業務領域 影響の概要

顧客営業への影響 ・ 銀行窓口、代理店、営業職員等の対面取引が減少する可能性が高まる
・ 非接触型の営業が増える（リモート営業、オンライン販売が増加）

営業形態の違いによる影響の差異

・ 銀行の預貸、決済・送金などの商品自体がシンプルであれば対面よりオンライン
での取引がさらに進展する可能性が高い

・ 生保、投信などのプッシュ型の営業形態の金融業態の対面取引が減少する可能性
が高まる。商品のシンプル化が進み、オンライン販売が主流になっていく可能性

・ プル型の営業形態の損保などへの影響は少ない。損保が付帯する財・サービスの
購入形態が変化しない可能性

・ これまで必要のなかったリスクを補償するニーズが高まる可能性（生活では身体、
老後の生活、レジャー、事業活動では売上利益、損害賠償など）

本人確認の分野 ・ オンライン上での契約がしやすくなることで、対面取引の減少が見込まれる
手数料等収納の分野 ・ オンライン取引が増えることで手数料・保険料の収納が変化

新たな分野（顧客接点の変化） ・ どの世代も常時健康状態を把握したい、企業の財務状態を把握したいなど、個人
および法人の顧客が金融機関とのつながりを必要とするニーズへの対応

金融商品・サービスの分野 ・�“わかりやすい”金融商品・サービスへの取り組みがより求められる
・ 顧客本位および次世代の顧客の付加価値に訴える商品特性として重要になる

在宅勤務 ・ 勤務管理、コンプライアンス等（運営リスク、コンプラリスクの高まり）の管理
が行き届かないリスクが高まるか

製販分離 ・ ミドルバックのプラットフォームのサービスが充実すれば、ＩＦＡなどの市場も
活性化するのではないか

（出所）大和総研作成
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融ＤＸにブレーキをかけていたと考えられる。金
融ＤＸを進める動機となるミレニアル世代につい
ても、米国のように次世代の圧倒的なボリュー
ム顧客層にならないとの現実がある。むしろ “ 高
齢者の高齢化 ”（75 歳以上の年齢人口が増えて、
65 歳以上 74 歳以下の人口が横ばいもしくは穏
やかに減少すること）が進展する中で、今後 20
～ 30 年ではボリューム顧客層は高齢者のままで
ある可能性が高い。

その一方、人口、世帯数とも減少し、ライフス
タイルの多様化が進展する中で、既存の商品・サー
ビスでは対応しきれない課題にも直面している。
既存のボリューム顧客層である団塊世代、団塊
ジュニア世代の既存の商品・サービスのニーズは
減少するが、ライフスタイルの多様化とともに商
品・サービスの多様化に取り組む必要がある。と
すれば対面の販売チャネルだけでは対応できず、
デジタルの活用が必須となろう。ただし、大幅な
顧客の行動変化を伴う既存の顧客から次世代の顧
客へのシフトのタイミングの見極めが難しい。収
益性が低迷する中、既存のシステムを抱えながら、
次世代の顧客のための金融ＤＸを進める経営資源
が乏しいため、金融ＤＸへの取り組みが低迷して
いたと考えられる。

メガバンクの新型コロナウイルスの影響による戦
略の変化

コロナ禍の都市部への影響が大きいため、デジ
タライゼーションによる社会変化、顧客の行動変
化が早期化することを想定して、新たな金融ＤＸ
を進める戦略を、これまで以上に盛り込んだ金融
機関が出てきている。特に、新型コロナウイルス
の影響が大きいと想定されるメガバンク４行で
は、その傾向が強い。

三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループは 2019
年度決算投資家説明会の資料の「ＣＥＯとしての
運営方針」の中で、経営課題として「重厚長大な
組織・店舗・システム等」「低収益・高経費率・
低ＲＯＥ」「面的拡大による経営資源の逼迫」の
記載がある。その認識の下、「社会のデジタルシ
フトは、会社としてのあり方そのものを大きく変
える機会」とし、「お客さまとの接点のあり方や
社員の働き方を含む、『ＭＵＦＧの運営そのもの』
を革新する」としている。
三井住友フィナンシャルグループは 2019 年

度決算投資家説明会の資料の「新中期経営計画」
の中で、「デジタル技術をあらゆる面で活用」と
し、情報産業化、プラットフォーマー、ソリュー
ションプロバイダーの既存ビジネスモデルの変革
の方向性を示しながら、ＤＸを取り入れる領域を
具体的に示している。例えば、「プラットフォー
マー」では、法人デジタルプラットフォームを構
築し、ネットバンキング、ビジネスマッチング、
デジタル契約、売上データ分析など付加価値の高
いグループサービスの強化と、付加価値の相対的
に低い領域は外部のパートナーの活用を目指して
いる。
みずほフィナンシャルグループの 2019 年度決

算投資家説明会の資料の「ＣＥＯメッセージ」で
は、社会的な趨勢（メガトレンド）であるデジタ
ル化において、自社の「コロナ影響による脆弱性
の発露」として「対面チャネルへの依存度大」「デ
ジタル化を阻む業務プロセス・インフラ」とし、

「５ヵ年経営計画で掲げた『次世代金融への転換』
を加速」するとしている。
りそなホールディングスでは「2020 年３月期

決算の概要と中期経営計画について」の「中期経
営計画」の中で、デジタル＆データ、デザイン思考、
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オープンという三つのイノベーションに向けたド
ライバーを活用して、“ 次世代 ” のリテールサー
ビスを実現して、リテール No.1 銀行を目指して
いる。デジタル＆データでは「フェイストゥフェ
イス（Ｆ２Ｆ）による良質なデータと高頻度・広
範囲のデジタルデータの融合」、デザイン思考で
は「脱銀行目線による新たな可能性の創出」、オー
プンでは「『外（異業種、外部人材等）』との共創」
をメインのドライバーとして掲げている。

海外と比較して労働生産性は低いまま
しかし、上記のような取り組みが見られるもの

の、これまでの日本の金融業界の生産性は他国の
金融業界よりもおしなべて低いといえる。2020
年の５月に公表された公益財団法人 日本生産性
本部「産業別労働生産性水準 (2017 年 ) の国際
比較」において、金融・保険の労働生産性を見ると、
ドイツよりも高いが、米国、英国、フランスより
も低く、５割から７割程度の水準にある（図表６）。

この背景には、金融業界における業務規定（ジョ
ブディスクリプション）の明確さの違いがあると
考えられる。米国・英国では、業務規定が明確で
あるため、業務を分解して非効率な業務を特定し
て切り離すスピードが速いと考えられる。解雇が
容易と言われているが、ただ単に従業員を解雇す
るのではなく、業務規定により従業員と業務のリ
ンケージが明確であるため、特定の非効率な業務
は残らない。このため労働生産性の水準は維持さ
れると考えられよう。

一方、日本では業務規定が相対的に明確にされ
ていないため、従業員の業務範囲が特定できず、
業務分解によってどの業務が非効率であるかの特
定が難しい。このためデジタル化が難しいと考え
られる。従業員を削減したとしても、担当してい
た業務は残る可能性が高いため、効率化が難しい
と考えられる。非効率な業務を、あるいはそれが
含まれた業務範囲を新たな従業員が担当すること
となる。一方、業務規定が明確でなければ、業務
の分解が中途半端になり、付加価値の高い業務、
人員を切り捨てる、あるいはアウトソースする可
能性がある。このため労働生産性が改善しないと
推察される。

残るサプライチェーンの変革
ビジネスモデルの変革は既存のビジネスモデル

の変革と新規の領域でのビジネスモデルの構築に
分類される。既存のビジネスモデルの抜本的な効
率化が成功しない限り、新規の領域でのビジネス
モデルの成功はおぼつかない。このため、既存の
ビジネスモデルの変革＝サプライチェーンの変革
が求められる。しかし前述したように金融機関自
体が業務の分解、機能の分解ができなければその
変革を実行することは難しい。この場合のサプラ
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図表６　日本の金融・保険および情報・通信
　　　　の労働生産性の水準（2012年と2017
　　　　年の比較）
（各国を100とした場合の日本の労働生産性の水準）

2012年 2017年

（出所）公益財団法人 日本生産性本部「産業別労働生産性水準
(2017 年)の国際比較」2020年５月18日のデータから
大和総研作成
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イチェーンの変革とは、業務を分解して、付加価
値の高い業務と低い業務を客観的に見極め、付加
価値の低い業務と機能をデジタル化して省力化・
自動化することと、付加価値の高い業務と機能で
はデジタルと人の融合に取り組むことである。こ
のような取り組みが、既存のビジネスモデルを変
革する金融ＤＸを成功させるには必要不可欠とな
る。

４章　日本の金融デジタルトラン
スフォーメーションは本格
的に進展するか

金融ＤＸ進展のシナリオの整理
新たな金融ＤＸが本格的に進展するかは、顧客

の行動の変化の定着を前提としたシナリオをベー
スにデジタルプラットフォーマーが参入を本格化

することと、既存のビジネスモデル自体を金融Ｄ
Ｘとして遂行できる大手金融機関が増え、それに
金融業界全体が追随できるかが鍵となる。しかし、
それだけでは今後の金融ＤＸが本格化するシナリ
オは作成できない。シナリオを作成するピースが
さらに二つ必要である。一つ目は、銀行の様々な
聖域に踏み込んだデジタル化の政策（金融機関の
オープンＡＰＩの導入および全銀システムのオー
プン化）が民間の金融デジタライゼーションを本
格化させるかである。もう一つは金融業界のデジ
タル化を担う企業、つまり金融機関がデジタル化
を委託する業界のエコシステムが変化するかであ
る。

金融庁が進める金融機関のオープンＡＰＩの導入
冒頭で行政サービスのデジタライゼーションの

問題に触れ、金融ＤＸにおいても同様の問題があ
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ると指摘した。相反した関係性でみると、“ 安心・
安全 ” と “ 利便性 ” という対立軸がある。メイン
フレーム（勘定系システム）とオープンＡＰＩ・
クラウドという対立の図式である。前者はこれま
での既存の銀行の金融ＤＸそのものであり、オー
プンＡＰＩとクラウドは次世代の金融業＝金融デ
ジタライゼーションに欠かせないシステムであろ
う。対立しているとはいえ、安心・安全と利便性
の両立、システムの安定とシステムのイノベー
ションは両立させる必要がある。

両立させることを最終的なゴールとしながら
も、ここ数年、金融庁はイノベーションに舵を
切る政策を実行に移してきた。全国銀行協会で
も、「利用者の安心・安全を確保の上、銀行と
FinTech 事業者が連携し、イノベーションを共
創」という目的の下、オープンＡＰＩの導入に取
り組んでいる。金融庁は、2017 年５月の「銀行
法等の一部を改正する法律」の成立（2018 年６
月施行）（電子決済等代行業に係る制度整備、金
融機関のオープンＡＰＩの体制整備）により、銀
行に対してオープンＡＰＩの導入を促す政策を進
め、2019 年３月末時点において、130 行がオー
プンＡＰＩを導入する方針を表明し、95 行が導
入済みとなった。2020 年９月（当初予定は５月）
に、改正銀行法に基づく金融機関と電子決済等代
行業者の契約締結の猶予期限が到来する。

ただし、電子決済等代行業者と銀行の交渉では
接続料に対する水準の差異がネックとなってい
る。つまり、銀行はオープンＡＰＩの接続に対し
て設備投資が必要となり、銀行側の要求する接続
料と、電子決済等代行業者の負担可能なコストが
異なる。大手銀行では顧客基盤に厚みがあるため

6）全銀ネットが運営する「全国銀行データ通信システム（全銀システム）｣。銀行間の内国為替取引をオンライン・
リアルタイムで中継するとともに、取引に伴う資金決済を行うための銀行間ネットワークシステム。

7）内閣官房日本経済再生総合事務局「基礎資料」2020 年6月の pp.5-10

設備投資をしても、恩恵を受けられるが、地域金
融機関では負担感が大きいと想定される。金融Ｄ
Ｘを進めるためには、このような構造的な問題を
銀行業界全体で解決することが求められよう。

未来投資会議で議論が進む全銀システムのオープ
ン化

もう一つは全銀システムのオープン化である。
政府は 2020 年６月の未来投資会議において、
全銀システム 6 のオープン化の議論を進めてい
る。ここでのオープン化とは、未来投資会議の資
料 7 では「銀行しか参加できない全銀システムを
キャッシュレス事業者へ開放すること」とされて
いる。これによって、振込手数料が事業者の努力
で低減されるとともに、40 年間以上不変の銀行
間手数料の見直しを行えば、振込手数料が低くな
ると期待されると結論付けている。さらにオープ
ン化の理由としては、先進主要国の決済システム
利用料の水準を比較すると日本の利用料は高く、
銀行口座の維持手数料の普及している米英仏と普
及していない日本との差異があるものの、キャッ
シュレス事業者の加盟店への売上の入金は銀行振
込で行われているため、銀行間手数料が高いこと
がキャッシュレス決済をさらに普及させていく上
での障害の一つであると指摘している。

銀行の役務取引等収益に占める決済、振込関連
の比率は相対的に高く、収益への影響は大きいと
想定され、ビジネスモデルの持続可能性に影響を
与えることも想定される。加えて、新型コロナウ
イルスの感染症拡大の影響による経済の中長期的
な低迷が信用リスクの上昇となり、公的資金が残
る地域銀行の健全性への懸念＝金融システムの安
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定性への懸念が再燃しかねない状況である。
ただし、今回の未来投資会議を見る限りでは、

決済サービスにおける消費者の利便性の向上につ
いては、振込手数料の見直し、決済システムの高
度化（ノンバンクの参加を認める参加資格等につ
いての検討および全銀システムのコストの見える
化、事業者間の相互運用性の確保等）を進めるこ
とで方針は変えていない。全銀システムのオープ
ン化は金融ＤＸを進める上で避けては通れない議
論であり、その行方が注目される。

金融ＤＸを担うＩＴ業界のエコシステムの変化
シナリオの最後のピースは、これまでの金融の

デジタライゼーションを支えてきた勘定系システ
ムを中心としたＩＴベンダー業界（＝情報・通信
セクターの企業が属する業界）のエコシステムが
次世代金融に向けて変化する
ことである。

これまでの日本の金融デジ
タライゼーションは、在来
型企業群（従来型受託開発企
業＝勘定系ＩＴシステムベン
ダー）によって進められてき
た。基幹システムを強固にす
ることで、銀行業務の安心・
安全を維持してきたのであ
る。しかし、安心・安全の重
要性を担保しながらも顧客の
行動変化に則した “ 利便性 ”
を重視したデジタライゼー
ションが不足していた。しか
し、アフターコロナを見越し
て、そのエコシステムが大

8）図表 7 の（注）参照。

きく変化しようとしている。「在来型受託開発企
業群」から「新世代企業群」へのパラダイムシフ
トが発生していると認識されている 8。新世代企業
群は、金融機関の経営陣と “ 密な ” 対面営業・意
見交換を通じたコンサルによって、ビジネスソ
リューションを提供することで企業価値を上昇さ
せ、在来型受託開発企業群の企業評価に近い水準
にある（図表７）。加えて、前掲の図表６において、

「情報・通信」の生産性は「金融・保険」よりも
さらに低い水準にある。日本の情報・通信の競争
力を高めていく上でも、上記のパラダイムシフト
は必要であろう。

顧客の変化を見越した次世代の金融の方向性を当
事者が共有できるかが鍵

新型コロナウイルスの影響によって、日本の金

図表７　在来型企業群から新世代企業群へのパラダイムシフト
　　　　（ＩＴ・ソフトウェアセクターのＰＥＲ-営業利益率相関
　　　　（アフターコロナ））
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ＰＥＲ（Ｘ）
「21年度」新世代企業群
（クラウド・パッケージ系）
P/E 26-28X+キャッシュ

「21年度」遷移企業群
（在来→新世代へ）
P/E 19-21X

「21年度」在来型企業群
（従来型受託開発企業）

P/E 12-14X

（注）在来型受託開発企業群はＮＴＴデータ、日立製作所、富士通等。在来から新世代企業
群は野村総合研究所等。各社ＰＥＲ、営業成長率の予想は大和証券アナリストによる
もの（2020年４月27日時点）

（出所）Bloombergから大和証券作成
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融デジタライゼーション、トランスフォーメー
ションが本格的に進展するためのシナリオを構成
する要素は前述の通りである。政府は既に金融世
界を含めて Society 5.0 を目指している。これが
社会的要請である。

この要請に応えるべく、次世代の金融を担う金
融ＤＸとは、次世代の金融を担う金融機関あるい
は企業が協働して、これまで築き上げてきた既存
の重厚長大なシステムを、新たな金融ＤＸで、顧
客本位の安心・安全と利便性の両立したシステム
へのシフトを意味しよう。コロナ禍の影響により、
当事者が、この目的を早期に共有することができ
るかが鍵となろう。

おわりに～顧客本位に基づく人と
テクノロジーの丁寧な融合～

コロナ禍によって見えてきた顧客の行動の変
化、その先にある顧客の行動定着によって社会全
体のデジタライゼーション（Society 5.0）が進
展することを想定すれば、金融機関のビジネスモ
デルの構造的な脆弱性が見えてくる。これを組織
として認識して、金融ＤＸを進める必要があろう。

組織として認識するためには、業務分解、機能
分解が必要であるのは前述した通りであるが、そ
の方法には工夫が必要である。まず「アナログの
付加価値は変わらない」との前提は、コロナ後の
世界でも変わらないと考えられる。しかし、コロ
ナ後では、アナログの付加価値を死守しながら、
デジタルを活用することで生産性を向上させてい
く必要がこれまで以上に高まることは避けられな
いであろう。つまりアナログの付加価値の維持と
生産性向上を両立するために、付加価値創出の仕
組みを変える＝ビジネスモデルを変えることが必

要となる。ここでのアナログとは人である。とす
れば、アナログの付加価値を見直すとともに、人
がアナログの付加価値を追求できる環境をデジタ
ル化によって創出することが必要である。業務、
機能の分解の後には必要な業務・機能を結合して
新たな仕組みを作り出す。新たな仕組みを既存の
仕組み以上に機能させるためには、人とテクノロ
ジーの丁寧な融合が必要となる。

新たな仕組み＝金融ＤＸに従前以上に求められ
る要素は、顧客本位の強化による顧客のロイヤリ
ティの維持であろう。コロナ禍は金融機関を含む
全ての企業に対して、顧客のロイヤリティを試し
ているとはいえないであろうか。既存の顧客接点
でいいのか、顧客本位の方針でいいのか、その方
針のままで顧客のロイヤリティは維持できるの
か、あらためて見直す絶好の機会といえる。この
顧客のロイヤリティを維持する方法に知恵を絞る
必要があろう。従来の延長線上で考えては難しい。
顧客のロイヤリティを維持するためにガバナンス
を含めた既存のやり方を変えるような「創造的破
壊」の必要性が高まっているのかもしれない。前
述したソニーグループは、経営の方向性を「人に
近づく」と定義し、経営戦略の軸を「『人』を軸
としたソニーグループの事業ポートフォリオ」と
している。そこには当然、デジタルと人の丁寧な
融合を見据えている。デジタルの申し子ともいえ
るソニーの変化は、「創造的破壊」の代表ではな
いだろうか。
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